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○長崎県の地理的特性

○多くの離島・半島により形成

○島の数は無人島を含めると約６００（離島振興法で指定される全国の有人島のうち
人口の約３５％を占める)

○海岸線の延長は北海道に次ぎ全国第２位の長さ

○陸域は平坦地に乏しく、いたるところに山岳、丘陵が起伏
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○現状と課題

１．将来推計人口と管路延長
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２．水道管路の更新需要

老朽化に起因する水道管
の破裂

→ 断水や交通渋滞などを
起こし、住民生活や社会
経済活動に多大な影響
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３．費用構成

○減価償却費が大きなウエイト
→ 水道は資産経費が大きい（他に償却済み資産もあり）
→ 一方、経営に影響を与える国の予算（国庫補助）は減少傾向

４．料金回収率（Ｈ２６）

法適用（主に上水道事業）の県全体は１００％以上だが、
法非適用（簡易水道事業）は非常に低い。
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５．水道料金

水道料金は各市町村等で設定す
るため地域差が生じる。

注)一部市町分は改定前の料金に改定率を乗じて計上
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○これまでの取り組み

①簡易水道事業の統合
簡易水道事業のハード統合では、小規模な浄水施設などの統合

によって、水質検査費、施設巡回などの維持管理費の軽減が図ら
れている。
本県では、特に、平成１９年度における国の水道施設にかかる

補助制度の改正によって、簡易水道事業の統合（ソフト統合を含
む。）が促進され、平成１８年度末で２６５箇所あった簡易水道事業
が、平成２９年度では９０箇所（うち、１０箇所は民営簡水）に減少。
昭和５６年度には３７８箇所あり、これまでに多くの簡易水道事業

が上水道事業へ統合されている。

②市町村合併等
本県は、いわゆる平成の大合併において、多くの市町村が合併
し、その減少率（７３．４％）は全国一である。このことによって、市
町内で組織再編がなされ、水道を含む各行政部署の管理部門の
集約によって、人件費等の運営経費の縮減が図られたものと考え
られる。また、その他の行財政改革にかかる取り組みも併せて、
本県の上水道事業の職員数は昭和５５年度に１，０４７人だったが
平成２６年度は６０６人まで減少している。（▲４２．１％）

一方では、マンパワー不足
の弊害も。

③官民連携
各市町の実情に応じて、水質検査、電気機械設備の保守点検、
メーター検針等の個別委託をはじめ、水道法で規定する第三者
委託やＤＢＯ方式が導入されている。
○第三者委託の導入

→ 新上五島町、川棚町
○ＤＢＯ方式の導入

→ 佐世保市

④水道料金の改訂
平成２６年度以降の水道料金の改訂状況
○島原市 Ｈ２６．４．１ ＋３４．５％
○平戸市 Ｈ２６．４．１ ＋８．８％
○西海市 Ｈ２８．４．１ ＋２４．０％
○大村市 Ｈ２８．７．１ ＋７．６８％
○対馬市 Ｈ２９．４．１ ＋３．３％
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○目指すべき将来像（理想像）

「ながさき２１水ビジョン」より抜粋

○安定した水道
→ 広域的な連携体制の構築・強化

水道施設の耐震化の推進
○持続可能な水道

→ 経営基盤の強化
水道事業の統合推進
適正な水道料金
水道技術の継承と技術者の育成

○環境に優しい水道
→ 効率的な水道システムの再構築

「水」の有効利用

「新水道ビジョン」（厚生労働省）より抜粋

○水道の必要性、健全な水道事業の在り方が住民に理解され、
合理的な施設規模と水道料金の設定により、安定した事業経
営が実現している。

○地域の主要な水道事業者を中核に事業者間の広域化等の
連携が実現し、へき地や島しょ地域の水道を含め経済的、技術
的に持続可能な運営体制が構築されている。

○小規模な簡易水道等においては、給水区域の合理化により、
経営効率を高める工夫がなされるとともに、運搬給水に代表さ
れる多様な給水形態が確立し、全ての住民に安全な水が必要
量供給されている。

○地域の状況や見通しを踏まえ、多様な形態で住民に水が供給
される体制が構築されている。

○官民連携がより一層進展し、水道事業に精通する職員が適切
に配置され、地域に根付く水道サービスの信頼を支えるととも
に、人員の確保と育成が計画的に行われている。

○危機管理体制を確保しつつ、情報通信等の最新技術を活用し、
遠隔管理による水道施設の運転の合理化・無人化が進み、ス
マートメーター等の導入で、住民の生活様式に合った合理的な
料金徴収体制が構築されている。

○水源の安定性の確保、緊急時の水源確保に対応するため、
広域連絡管の整備が進み、水道事業者間の流域単位での水
融通や流域間での水融通も可能となり、渇水や事故時にも
安定して水道水を供給することが可能となる。

○貴重な水道水源を保全する意識が高まり、水源流域内の土地
の所有や利用が十分管理され、水道水源の保全活動等の取り
組みを積極的に行っている。

○徹底した資産管理を実施し、管路や構造物、機械・電気設備を
適切な時期に計画的に補修・更新し、水道施設を起因とする
事故の発生を抑制して、安定供給の信頼性が大幅に向上して
いる。

○水道施設は、地球環境に配慮し、また経営効率を高めるため、
位置エネルギーを最大限活用した構造や配置となっている。
また、ポンプ等の機械・電気設備は、より一層の省エネルギー
化が図られ、水道施設で使用する資機材や浄水発生土等の
循環利用も積極的に行われている。

○水道事業者、民間事業者のそれぞれが水道に携わる人材の
育成を計画的に進め、それぞれの専門性を有する人材が確保
されている。7



○国等の動き
○国（厚生労働省）の動き
①新水道ビジョン等の策定
→ 水道ビジョン（平成１６年６月策定。平成２０年７月改訂）や新
水道ビジョン（平成２５年３月策定）により、水道のあるべき将
来像と具現化するための方策等を明示。
○県では平成２３年６月に「ながさき２１水ビジョン」を策定。
※都道府県の水道ビジョンを策定は全国で１２道府県

○県内市町は、水道ビジョンをすべて策定
※全国の上水道事業の策定率は６９％ (H28.4.1時点)

②アセットマネジメントの促進
→ 水道事業における「アセットマネジメントに関する手引」（平成
２１年７月）の作成と簡易支援ツールの提供。
○県内市町の上水道事業のアセットマネジメント実施率は
５５．２％(H29.6月時点)

※全国の実施率は６７．５％(H27調査時点)

③国庫補助
→ 国庫補助制度による誘導

○県内市町では、簡易水道事業の統合を要件とする国の水道
施設整備補助制度を積極的に活用

④水道法の改正
→ ◆適切な資産管理の推進（台帳の整備等）

◆持続可能なサービスに見合う水道料金の設定（供給規程）
◆広域連携の推進（市町村の区域を超えた連携等）
◆官民連携の推進（水道施設運営権の設定の許可）

○全国の動き
（１）広域化

○岩手中部水道企業団（同企業団と３市町の垂直・水平統合）
○群馬東部水道企業団（３市５町の水平統合）
○君津広域水道企業団（４市の水平統合＋同企業団の経営統合）
○大阪広域水道企業団（同企業団と１０市町村の垂直統合）
○香川県（水道事業を一つに統合かる広域化方針）
○宇部市・山陽小野田市（広域化検討会の設置）
○北奥羽地区水道事業協議会（青森県南、岩手県北の広域連携）
○神奈川県内５事業体（４市と企業団の広域連携）
○奈良県（県内全ての水道のファシリティマネジメント）
○北九州市（宗像地区水道事業の代替執行）
○沖縄県（沖縄本島及び本島周辺離島８村の広域連携）
出典：水道分野における官民連携推進協議会資料

（２）ＰＦＩの導入状況
○東京都水道局（電力及び蒸気供給等 ＢＯＯ）
○神奈川県企業庁（脱水ケーキの再生利用等 ＢＴＯ）
○埼玉県企業局（発生土の有効利用等 ＢＴＯ）
○千葉県水道局（発生土の有効利用等 ＢＴＯ）
○ 〃 （排水処理施設の更新・維持・運転等 ＢＴＯ）
○愛知県企業庁（浄水場施設の設計・建設及び運営・維持管理 ＢＴＯ）
○横浜市水道局（膜ろ過施設の設計・施工・運転等 ＢＴＯ）
○夕張市（新浄水場の設計・施工・運転等 ＢＴＯ）
○岡崎市水道局（新浄水場の建設・保守点検等 ＢＴＯ）
出典：水道分野における官民連携推進協議会資料

※ＰＦＩについては、施設の所有時期等によって次のとおり分類
される。
ＢＯＯ 施設の所有権は民間
ＢＴＯ 民間で施設整備後に施設を公共に譲渡
ＢＯＴ 契約期間終了後に施設を公共に譲渡

ＰＦＩは、施設の設計、建設、維持管理、修繕等を民間資金を活用
して包括的に実施するもの。一方、ＤＢＯは、施設整備の資金調達
を水道事業者が行う。
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○広域連携

１．広域連携の形態
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２．広域圏域

「ながさき２１水ビジョン」より

「ながさき２１水ビジョン」において将来の水需給の動向
等を見極めるにあたって、国の通知（平成２０年７月２９日
付健水発第０７２９００２号厚生労働省健康局水道課長通
知３（３））に示されている圏域の要件を参考に圏域の設定
について検討を行い、その結果、平成９年に改訂した「長
崎県長期水需給計画」や平成８年に改訂した「長崎県水道
整備基本構想」と同様の圏域及びブロックを設定

県央ブロック

離島広域圏

県北広域圏

県南広域圏

島原ブロック

長崎ブロック

対馬ブロック

壱岐ブロック

五島ブロック
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３．業務の共同化

事務一覧 業務の共同化の対象 事務一覧 業務の共同化の対象

人事・服務・福利厚生・給与事務 ・水源開発、取水・導水施設、浄水場、配水池等の共用施設の建設

条例・規程の整備事務 ・緊急時用連絡管の整備

広報宣伝事務 水道施設の設計・積算業務

文書管理事務 工事監督

職員研修 各種基準類の作成・更新

予算・決算の経理事務 浄水場等の運転管理業務

起債の管理 排水処理業務

契約に関する事務 機械・電気・計装設備の保守点検業務

資産管理事務 浄水場等の警備・清掃業務

窓口業務（使用開始・中止等受付） 送配水管路の保守点検業務

検針業務 漏水調査・管路保守業務

水道料金の調定業務 管路事故等の待機業務

料金収納・集金業務 水圧等の調査業務

閉開栓業務 管路情報システムの構築・保守

未納料金徴収業務 緊急資機材の管理業務

給水装置工事の受付業務

給水装置の設計審査業務

給水装置工事の竣工検査 水質管理業務

給水装置の漏水調査

給水装置の修繕、応急処置業務 ・災害時相互応援協定の締結（応急給水・応急復旧及び資機材の融通など）

検満メーターの取替 ・【再掲】資機材の共同備蓄・共同管理

緊急時の施設運用等の連携 ・【再掲】緊急時用連絡管の整備

危機管理マニュアル等の作成 ・危機管理マニュアル等を用水供給事業者と受水団体が共同で作成

水質試験・検査業務

７．維持管理関係（送配水管路）

・管路診断業務の共同化
・管路等の保守点検業務の一体化
・他企業工事立会業務の一体化
・【再掲】事故受付センターの共同化
・管工事組合等への修繕業務の共同委託（待機、修繕）
・管路情報システムの構築・保守の共同化
・資機材の共同備蓄

８．維持管理関係（水質）

・水質試験センターの共同設置
・水質試験・検査業務の共同化
・水源から蛇口までの水質管理の一元化

９．災害対策

災害時等の相互応援

５．建設・工務関係

６．維持管理関係（浄水場等（取水施設、浄水場、配水池、ポンプ所など））

・浄水場等の運転監視業務の一体化
・集中監視施設の共同設置
・浄水場等の保守点検業務の一体化

水道施設の整備（新設・更新）

・積算システム等の構築・保守の共同化
・工事標準仕様書等の基準類を共同で作成

３．営業業務関係

・共同サービスセンター（受付・収納・その他窓口業務）の設置・運営
・料金管理システム等の構築・保守の共同化
・営業業務全体（検針業務、納入通知・督促状の作成・送付など）の共同化
・共同プリントセンター（帳票等の大量印刷及び発送）の設置・運営

４．給水装置関係

・給水装置の管理に関する技術上の業務（審査、竣工検査など）の共同化
・メーター管理の共同化
・給水台帳管理システムの共同化
・各種基準類の共同作成
・事務受付センターの共同化

１．総務関係

・人事給与システム、文書管理システム等の構築・保守の共同化
・広報宣伝事務の一部共同化（広報グッズの開発、新聞等へのＰＲ広告の掲載）
・職員研修の共同開催、事業体間相互の派遣研修など

２．経理関係

・財務会計システム、固定資産管理システム等の構築・保守の共同化
・普通財産の管理・処分事務の共同化

（１）共同化の対象
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（２）検討手法例

○総務・経理関係におけるシステム
の共同化

現状把握
・システムの保有状況
・事務処理方法

検討内容
・システム仕様・諸元
・既存データの利用可否
・操作性、信頼性

費用の算出
・システム構築費
・機器費
・データ入力費

検討内容の評価
・経済性の比較
・事務の効率化
などから導入を判断

○営業業務関係における共同サービス
センターの設置

○建設・工務関係における共用施設の
建設

現状把握
・窓口の設置状況
・検針業務の設置状況
・システムの導入状況

検討内容
・センターの設置場所
・検針業務の統一
・料金管理システムの構築

費用の算出
・労務費
・固定費(賃借料、減価償却費)

・システムの構築・保守費用

検討内容の評価
・経済性の比較、事務効率化
・顧客サービスの向上
などから導入を判断

現状把握
・隣接する水道事業者の浄水
場など施設の整備計画を調
査整理

検討内容
・共用施設の規模、仕様、諸元
・効率性、経済性、整備等の容
易性等の視点で場所の選定

費用の算出
・工事等の委託・請負費
・工事監督等の直営経費

検討内容の評価
・経済性の比較
・バックアップ機能の低下
などから導入を判断
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（２）検討手法例

○維持管理関係（浄水場等）における
運転監視業務の集中監視

現状把握
・運転監視体制
・施設の配置

検討内容
・集中監視施設
・一体化後の監視体制

費用の算出
・運転管理費
・集中監視施設の建設費
・維持管理費

検討内容の評価
・費用比較
・運転監視レベル向上
などから導入を判断

○維持管理関係（送配水管路）における
保守点検業務の一体化

○維持管理関係（水質）における水質
試験・検査業務の共同化

現状把握
・管路等の整備状況
・施設の点検状況
・図面、管理台帳の整備状況

検討内容
・点検内容・頻度の決定
・点検範囲の設定

費用の算出
・点検内容毎の歩掛り、施設
数からの点検従事者数を算
出

検討内容の評価
・費用比較
・維持管理レベル向上
などから導入を判断

現状把握
・自己検査項目
・委託検査項目
・検査機器保有状況

検討内容
・共同化する検査項目
・検査機器購入の必要性
・検査体制

費用の算出
・検査機器の費用
・人件費

検討内容の評価
・費用比較
・水質事故対応の迅速化
などから導入を判断

Ａ市 Ｂ市

自己検査項目
a

b

自己検査項目
a

c

委託検査項目
c

d

委託検査項目
b

d

共同検査

共同委託または機器の共同
購入による共同検査
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（３）業務の共同化の実施方法

規
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書

私法上の業務委託
施設の共同化

管理の一体化

私法上の契約行為により代表水道事業者等が受託し取りまとめて、委託

契約を行う。
○

任意協議会の設置
施設の共同化
管理の一体化

任意協議会を設置し、業者選定は協議会で、契約は参加水道事業者等で
行う。

○ ○

事務の委託 管理の一体化 地方自治法に基づき水道事業者等の間で事務の委託をする。 ○ ○ ○ ○

協議会の設置 管理の一体化 地方自治法に基づく協議会を設置する。 ○ ○ ○ ○

一部事務組合等の設置
管理の一体化
事業統合
経営の一体化

地方自治法に基づく一部事務組合や広域連合を設置する。 ○ ○ ○ ○ ○

手法
適用可能な水道広

域化の形態
根拠等

事務項目
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４．事業統合

事業の主な統合形態

①市町村合併時（新設合併）に、合併市町村の水道事業を統合

②市町村合併時（編入合併）に、合併市町村の水道事業を統合

③複数の市町村が一部事務組合を組織し、一つの事業を経営

④他の水道事業の全部を譲受け、一つの事業を経営

a市
水道事業

b町
水道事業

c町
水道事業

d市
水道事業

a市
水道事業

b町
水道事業

c町
水道事業

a市
水道事業

a市
水道事業

b町
水道事業

A企業団水道事業
a市 b町

a市
水道事業

b町
水道事業

a市水道事業
a市 b町

統合形態別の法手続き等一覧表

① ② ③ ④

　第6条 事業の認可、経営主体 ○ ○ 創設認可

　第10条第3項
事業の認可、経営主体変更
（軽微、譲受け）

○ ○ 届出

　第11条 事業の休止及び廃止 ○ ○ 許可

　第11条第2項
事業の休止及び廃止
（譲受け）

○ ○ 届出

　第14条 供給規程 ○ ○ ○ ○ 制定義務

　第228条 分担金等に関する規則 ○ ○ ○ ○ 条例（供給規定）

　第244条の3 公の施設の区域外設置 ○ 議決

　第284条 組合の種類及び設置 ○ 許可

　第4条 公営企業の設置 ○ ○ ○ ○ 条例

※水道事業等を廃止した場合には、関連する条例等の廃止手続きも必要

地方公営企業法

法令 備考
統合形態

水道法

地方自治法
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○県内の水道施設（浄水場、配水池）数（Ｈ２６決算統計より）

長崎市 浄３８ 配２５１

諫早市 浄５ 配２００

島原市 浄１６ 配１２

佐世保市 浄２２ 配２６９

大村市 浄１３ 配３７

平戸市 浄１７ 配８３

松浦市 浄１８ 配８０

対馬市 浄５１ 配１４８

壱岐市 浄３１ 配７５

五島市 浄３４ 配７１

西海市 浄３４ 配１３３

雲仙市 浄６１ 配８１

南島原市 浄５２ 配１２５

長与町 浄４ 配２４

時津町 浄２ 配１２

東彼杵町 浄１８ 配２６

川棚町 浄４ 配１６

波佐見町 浄４ 配１７

小値賀町 浄６ 配１７

佐々町 浄１ 配９

新上五島町 浄３０ 配７８

県計 浄４６１ 配１，７６４
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